






立は深刻化していた。そうした状況の中で、自由党系関東派首領で当時駐米公使であった星亨が大隈の反対を押し切り帰国すると 党内対立はさらに進み、結果と て星などの工作により旧憲政党は自由党系の憲政党、改進党系の憲 本党に再分裂する。
旧憲政党分裂により 大隈内閣も瓦解し、明治三十一年十一月には山県有朋が首相












































































































































其夜該法令を静読するに余程不経験の属僚執筆て致候ものと相見へ批難すへき指摘するに不暇、内閣及枢府を挙て悉く盲判したるかと存 へば殆ど概歎の至に不堪候。 （中略）首相も十分傾聴せられ候様相見へ候へとも再び属僚に謀られ候得ば此先如何可相成乎懸念の至に不堪候。 （中略）首相も頑迷固陋の 誤候様の事再ひ相生じ候様にては御世話の甲斐も無之故
このように山県派官僚が文官任用令改正を主導した。山県派官僚の平田東助法制局







































































































































◎苟合の提携に非ず反対政党は常に中傷の策を施し吾が党と現内閣を離間せんと欲し今や文官任用令の更改を以て提携破裂の導火たるが如く声言せり、我党と現内閣とは一時の苟合に非ず、我党の本領に於て歴史に於て現内閣は我党と志を同しくし事を偕にすべきを信し、我党も現内閣が我党 政権を容れ我 の賛助に依ることを表明 たに依り相提携して共に百難万難を排し帝国百年の大計大策を定めん 天下に宣明せり、豈に一朝一夕 故を以て卒に其の去就を決定せん
第十号が発行されたのは四月二十日のことで、文官任用令問題の決着していたこと














応に苦慮している点や問題解決に向け交渉段階であるために、無用な発言を控えた為ではないだろうか。 『党報』は月二回の発行（毎月八日と二十日）である。文官任用令改正問題が浮上した三月二十八日の直後 『党報』九号（四月八 発行）は「十三議会報告書」する予定だったため 、通常号とは異なる体裁がとられていた。そのため文官任用令問題 言及する記事がなかった。文官引用玲問題が交渉段階と う微妙な時期に機関紙 文官任用令問題につい 言及する機会が無かったことは憲政党にとって都合がよかっただろう。
一方で憲政党と対立関係にあった大隈重信率いる憲政本党（進歩党系）の機関紙で
































り、第二次山県内閣との はそれに向けての準備期間だった いえよう。ま 、星自身にとっては自信の権力基盤を盤石にするため 期間であり、それを構築ことで内における自信の発言権、 あるいは党内運営の主導権を担保する重要な期間であった。星にとって重要な時期である中で 文官任用令改正は求心力低下を招く事態だっ 。
それは星だけにとどまらず、 憲政党の有力者らにとっ も同様 ことが指摘できる。
憲政党としては支持者の負担となる地租増徴成立に向け山県内閣に協力したのにもかかわらず、政党に不利な文官任用令に改正されてしまっては、党員の反発を抑えることは困難であった。党員の反発を抑え、政 との提携を維持しなくては求心力低下を招くことは明らかで、文官任用令改正に反対しつつも、 断絶は現実的な選択肢はなかった。ただ、文官任用令改正の中身を批判するという一応のポーズはとった。
山県が政権を放棄しようとしたため、山県配下の官僚には危機感が芽生えていたは
ずある。後継内閣 伊藤になる可能性が高く 伊藤新党が実現す と憲政党が合流することはある程度予想できたはず ある。それ より伊藤新党ある は元 員よる猟官運動が展開される いう事態を回避するために、山県、あ い その配下の官僚たちにとっては文官任用令を改正し 僚制を整備する必要が迫られて た だろう。
文官任用令改正を原因とした党内対立が見られることはなかった。憲政党は提携断








求心力低下を招くなど党内不安を抱えた一方で、地租増徴という政治課題をクリアした山県は政権を維持する強い意志を持ち合わせていなかった。文官任用令改正が強行され 背景には、政権維持を望まない山県にとって憲政党との提携断絶に至ってもダメージは少なかったこともあるだろう。また、山県系の官僚に っては政権維持に固執しない首領である山県が首相 あるうち 、文官任用令改正を実現する必要に迫られていたことも起因す 。
　　
「提携を維持しなくてはならない憲政党」 「政権維持に固執しない山県有朋」 「政党内閣に備える官僚」こうした構図が文官任用令改正を後押しした いえるだろう。文官任用令改正を許 た憲政党にとって山県内閣との提携は常に不利な状況であったことを示している。註
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